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凡    例  

１  比 率 （ ％ ） は 、 原 則 と し て 小 数 点 以 下 第 二 位 を 四 捨 五 入  

し た 。  

２  各文章中のポイントは、百分率（％）間の単純差引き数値で  

ある。  
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平成 27年度 決算 に 基づ く 流 山 市 健 全 化判 断比 率 等 審 査 意見  

 

 

第１  審 査 の対 象  

   実 質赤 字比 率、 連結 実質 赤字 比率 、実 質公 債費 比率 及び 将来 負担

比率 並び にそ の算 定の 基礎 とな る事 項を 記載 した 書類  

 

第２  審 査 の期 間  

   自  平 成 28年 ７ 月１ 日  

   至  平 成 28年 ８ 月 22日  

 

第３  審 査 の概 要  

   平 成 27年度 決算 に基 づく 健全 化 判 断比 率等 審査 に 当 たっ て は 、市

長か ら提 出さ れた 健全 化判 断比 率及 びそ の算 定の 基礎 とな る事 項を

記載 した 書類 が適 正に 作成 され てい るか どう かを 主眼 とし て実 施し

た。  

 

第４  審 査 の結 果  

 １  総 合 意見  

   審 査に 付さ れた 健全 化判 断比 率及 びそ の算 定の 基礎 とな る事 項を

記載 した 書類 は、 いず れも 適正 に作 成さ れて いる もの と認 めら れる 。  

 

  健 全 化判 断 比 率  

（単 位： ％）  

比 率 名  平成25年度 平成26年度 平成27年度 早期健全化基準 

実 質 赤 字 比 率  ―   ―   ―   11.85 

連 結 実 質 赤 字 比 率  ―   ―   ―   16.85 

実 質 公 債 費 比 率  4.7 4.1 4.0 25.0 

将 来 負 担 比 率  23.4 46.0 45.0 350.0 

（注 ）表 中の 「― 」は 実質 赤字 のな いこ とを 表す 。  
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 ２  個 別 意見  

（１ ）実 質 赤字 比 率  

平 成 27年 度 の 実 質 赤 字 は 生 じ て い な い た め 、 早 期 健 全 化 基 準

の 11.85％を 下回 って おり 良好 であ る。  

 

 （ ２） 連 結実 質 赤字 比率  

平 成 27年 度 の 連 結 実 質 赤 字 は 生 じ て い な い た め 、 早 期 健 全 化

基準 の 16.85％を 下回 って おり 良好 であ る。  

 

（３ ）実 質 公債 費 比率  

平 成 27年 度 の 実 質 公 債 費 比 率 は 4.0％ で あ り 、 早 期 健 全 化 基 準

の 25.0％を下 回っ てお り良 好で ある 。  

 

（４ ）将 来 負担 比 率  

平 成 27年 度 の 将 来 負 担 比 率 は 45.0％ で あ り 、 早 期 健 全 化 基 準

の 350.0％を 下回 って おり 良好 であ る。  

平 成 26年 度 の 46.0％ と 比 較 す る と 1.0ポ イ ン ト 減 少 し て い る 。

早 期 健 全 化 基 準 以 内 で あ る が 、 今 後 緩 や か に 上 昇 す る こ と が 見 込

まれ るた め合 理的 かつ 計画 的な 財政 運営 に 努 めら れた い。  

 

（ 注 ） ４ つ の 指 標 の い ず れ か １ つ で も 早 期 健 全 化 基 準 を 上 回 っ

た場 合に は、 財政 健全 化計 画を 策定 しな けれ ばな らな い。  
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平成 27年度 流山 市 水道 事業 会 計 決 算 に基 づく  

資金 不足 比 率 審 査 意見  

 

第１  審 査 の対 象  

   資 金不 足比 率及 びそ の算 定の 基礎 とな る事 項を 記載 した 書類  

 

第２  審 査 の期 間  

   自  平 成 28年 ７ 月１ 日  

   至  平 成 28年 ８ 月 22日  

 

第３  審 査 の概 要  

   平 成 27年度 流山 市水 道事 業会 計 決 算に 基づ く 資 金不 足比 率 審 査に

当た って は、 市長 から 提出 され た資 金不 足比 率及 びそ の算 定の 基礎

とな る事 項を 記載 した 書類 が適 正に 作成 され てい るか どう かを 主眼

とし て実 施し た。  

 

第４  審 査 の結 果  

１  総合 意 見  

   審 査に 付さ れた 資金 不足 比率 及び その 算定 の基 礎と なる 事項 を記

載し た書 類は 、い ずれ も適 正に 作成 され てい るも のと 認め られ る。  

 

  資 金 不足 比 率  

（単 位： ％）  

比 率 名  平成25年度 平成26年度 平成27年度 経 営 健 全 化 基 準 

資 金 不 足 比 率  ―  ―  ―  20.0 

 （ 注） 表中 の「 ―」 は資 金不 足の ない こと を表 す。  

 

 ２  個 別 意見  

平 成 27年 度 の 資 金 不 足 は 生 じ て い な い た め 、 経 営 健 全 化 基 準 の

20.0％を 下回 って おり 良好 であ る。  

（注 ）資 金不 足比 率が 経営 健全 化基 準で ある 20.0％を 上回 った 場合

には 、経 営健 全化 計画 を策 定し なけ れば なら ない ｡ 
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平成 27年度 流山 市 下水 道 事 業 会計 決 算に 基づ く  

資金 不足 比 率 審 査 意見  

 

第１  審 査 の対 象  

   資 金不 足比 率及 びそ の算 定の 基礎 とな る事 項を 記載 した 書類  

 

第２  審 査 の期 間  

   自  平 成 28年 ７ 月１ 日  

   至  平 成 28年 ８ 月 22日  

 

第３  審 査 の概 要  

   平 成 27年度 流山 市下 水道 事業 会計 決算 に基 づく 資金 不足 比率 審査

に当 たっ ては 、市 長か ら提 出さ れた 資金 不足 比率 及び その 算定 の基

礎と なる 事項 を記 載し た書 類が 適正 に作 成さ れて いる かど うか を主

眼と して 実施 した 。  

 

第４  審 査 の結 果  

 １  総 合 意見  

   審 査に 付さ れた 資金 不足 比率 及び その 算定 の基 礎と なる 事項 を記

載し た書 類は 、い ずれ も適 正に 作成 され てい るも のと 認め られ る。  

 

  資 金 不足 比 率  

（単 位： ％）  

比 率 名  平成25年度 平成 2 6年度 平成 2 7年度 経営 健全 化 基 準 

資 金 不 足 比 率  ―  ―  ―  20.0 

（注 ）表 中の 「― 」は 資金 不足 のな いこ とを 表す 。  

 

 ２  個 別 意見  

平 成 27年 度 の 資 金 不 足 は 生 じ て い な い た め 、 経 営 健 全 化 基 準 の

20.0％を 下回 って おり 良好 であ る。  

（注 ）資 金不 足比 率が 経営 健全 化基 準で ある 20.0％を 上回 った 場合

には 、経 営健 全化 計画 を策 定し なけ れば なら ない ｡ 
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平成 27年度 流山 市 土地 区画 整 理事 業 特別 会計 決 算に 基 づく  

資金 不足 比 率 審 査 意見  

 

第１  審 査 の対 象  

   資 金不 足比 率及 びそ の算 定の 基礎 とな る事 項を 記載 した 書類  

 

第２  審 査 の期 間  

   自  平 成 28年 ７ 月１ 日  

   至  平 成 28年 ８ 月 22日  

 

第３  審 査 の概 要  

   平 成 27年度 流山 市土 地区 画整 理事 業特 別会 計 決 算に 基づ く 資 金不

足比 率 審 査に 当 た って は、 市長 から 提出 され た資 金不 足比 率及 びそ

の算 定の 基礎 とな る事 項を 記載 した 書類 が適 正に 作成 され てい るか

どう かを 主眼 とし て実 施し た。  

 

第４  審 査 の結 果  

 １  総 合 意見  

   審 査に 付さ れた 資金 不足 比率 及び その 算定 の基 礎と なる 事項 を記

載し た書 類は 、い ずれ も適 正に 作成 され てい るも のと 認め られ る。  

 

  資 金 不足 比 率  

（単 位： ％）  

比 率 名  平成25年度 平成 2 6年度 平成 2 7年度 経営健全化基準 

資 金 不 足 比 率  ―  ―  ―  20.0 

（注 ）表 中の 「― 」は 資金 不足 のな いこ とを 表す 。  

 

 ２  個 別 意見  

平 成 27年 度 の 資 金 不 足 は 生 じ て い な い た め 、 経 営 健 全 化 基 準 の

20.0％を 下回 って おり 良好 であ る。  

（注 ）資 金不 足比 率が 経営 健全 化基 準で ある 20.0％を 上回 った 場合

には 、経 営健 全化 計画 を策 定し なけ れば なら ない 。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 審  査   資  料 
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健全化判断比率 

 

 

１  実質 赤 字比 率  

  一般 会計 等を 対象 とし た実 質赤 字の 標準 財政 規模 に対 する 比率  

（注 ）本 市に おい て一 般会 計等 とは 、一 般会 計以 外に 算入 する 特別

会計 がな いた め、 一般 会計 を言 う ｡ 

（１ ）実 質 赤字 比 率の 算定 式  

実 質 赤 字 比 率  ＝  
 一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額   

 標 準 財 政 規 模   

 

（２ ）算 定 式の 説 明  

・一 般会 計等 の実 質赤 字額 ：繰 上充 用額 +(支 払繰 延額 +事業繰 越額 ) 

０円  

繰 上 充 用 額  資 金 不 足 の た め 、 翌 年 度 歳 入 を 繰 り 上 げ て 充 用

した 額                  ０円  

支 払 繰 延 額  実 質 上 歳 入 不 足 の た め 、 支 払 を 翌 年 度 に 繰 り 延

べた 額                  ０円  

事業 繰越 額  実質 上歳 入不 足の ため 、事 業を 繰り 越し た額  

０円  

・標 準財 政規 模： 地方 財政 法第 ５条 の３ 第４ 項第 １ 号 に規 定す る標

準的 な規 模の 収入 額と して 政令 で定 める とこ ろに より 算定 した 額

（地 方財 政法 施行 令附 則第 11条 の規 定に より 臨時 財政 対策 債発 行

可能 額を 含む 。）                    291億 412万 7千 円  

 

２  連結 実 質赤 字 比率  

  全会 計を 対象 とし た実 質赤 字（ 又は 資金 の不 足額 ）の 標準 財政 規模

に対 する 比率  

（１ ）連 結 実質 赤 字比 率の 算 定式  

連 結 実 質 赤 字 比 率  ＝  
 連 結 実 質 赤 字 額   

 標 準 財 政 規 模   
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（２ ）算 定 式の 説 明  

・連 結実 質赤 字額 ：ア とイ の合 計額 がウ とエ の合 計額 を超 える 場合

の当 該超 える 額  

      連結実 質赤 字額 は、  

（ ア ０ 円 ＋ イ ０ 円 ） － (ウ 14億 5,246万 6千 円 ＋ エ 79億 895万 7千

円） =－ 93億 6,142万 3千円  

で あ り 、 実 質 黒 字 の 合 計 及 び 資 金 の 余 剰 額 が 多 い た め 連 結 赤 字

額は 生じ てい ない ｡ 

ア  一般 会計 及び 公営 企業 （地 方公 営企 業法 適用 企業 ・非 適用

企業 ）以 外の 特別 会計 のう ち、 実質 赤字 を生 じた 会計 の実 質

赤字 の合 計額                    ０ 円  

イ  公 営 企 業 の 特 別 会 計 の う ち 、 資 金 の 不 足 額 を 生 じ た 会 計 の

資金 の不 足額 の合 計額                 ０円  

ウ  一 般 会 計 及 び 公 営 企 業 以 外 の 特 別 会 計 の う ち 、 実 質 黒 字

を生 じた 会計 の実 質黒 字の 合計 額       1 4億 5,246万 6千 円 

エ  公 営 企 業 の 特 別 会 計 の う ち 、 資 金 の 剰 余 額 を 生 じ た 会 計

の 資 金 の 剰 余 額 の 合 計 額 (土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 は 宅 地

造成 事業 であ るた め剰 余額 を０ 円と して 算定 する 。 )                                 

79億 895万 7千 円  

 

３  実質 公 債費 比 率  

  一般 会計 等が 負担 する 元利 償還 金及 び準 元利 償還 金の 標準 財政 規模

に対 する 比率  

（１ ）実 質 公債 費 比率 の算 定 式  

実 質 公 債 費 比 率  
( ３ か 年 平 均 ) 

＝  

 (地 方 債 の 元 利 償 還 金 +準 元 利 償 還 金 )-

(特 定 財 源 +元 利 償 還 金 及 び 準 元 利 償 還 金
に係 る基 準財 政需 用額 算入 額 ) 

 

 標 準 財 政 規 模 -(元 利 償 還 金 及 び 準 元 利 償
還金 に係 る基 準財 政需 用額 算入 額 ) 
 

 

  （ 注 ） 上 記 算 定 式 中 の 特 定 財 源 に つ い て は 、 算 定 様 式 上 地 方 債 の

元 利 償 還 金 の 算 出 に お い て 控 除 さ れ る た め 、 算 定 式 の 説 明 か

らは 除い た。  
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（２ ）算 定 式の 説 明              （単 位： 千円 ・％ ）  

区         分 平 成 2 5 年 度 平 成 2 6 年 度 平 成 2 7 年 度 

元 利 償 還
金 の 額 

① 
元 利 償 還 金 の 額 (繰 上
償 還 額 等 を除く。) 

3,912,201 4,026,299 3,793,645 

② 
積立不足額を考慮して算
定した額 

0 0 0 

準 元 利 
償 還 金 

③ 
満期一括償還地方債の１
年当たりの元金償還金に
相当するもの 

15,000 15,000 15,000 

④ 

公営企業に要する経費の

財源とする地方債の償還
の財源に充てたと認めら
れる繰入金 

1,125,159 1,124,186 1,115,714 

⑤ 
一部事務組合等の起こし
た地方債に充てたと認め
られる補助金又は負担金 

9,923 10,261 12,998 

⑥ 
公債費に準ずる債務負担
行為に係るもの 

34,031 34,066 34,100 

⑦ 一時借入金の利子 0 0 0 

特 定 財 源 ⑧ 特定財源の額 1,088,694 1,021,616 1,082,982 

元 利 償 還
金 及 び 準
元 利 償 還
金 に 係 る

基 準 財 政
需用額算
入額 

⑨ 
事業費補正により基準財
政需要額に算 入 された公
債費 

306,833 336,323 301,541 

⑩ 

事業費補正により基準財
政需要額に算 入 された公
債費(準元利償還金に係る
ものに限る｡) 

279 275 270 

⑪ 
災害復旧費等に係る基準
財政需要額 

1,995,850 2,165,959 1,901,158 

⑫ 
災害復旧費等に係る基準

財政需要額(準元利償還金
に係るものに限る｡) 

632,425 647,539 653,152 

⑬ 
密度補正により基準財政
需要額に算 入 された元利
償還金 

0 0 0 

⑭ 

密度補正により基準財政
需要額に算 入 された 準
元 利 償 還 金 (地 方 債 の
元 利 償 還 額 を 基 礎 と し
て 算 入 さ れ た も の に 限
る ｡) 

26,381 27,349 23,321 
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４  将来 負 担比 率  

  一般 会計 等が 将来 負担 すべ き実 質的 な負 担の 標準 財政 規模 に対 する

比率  

（１ ）将 来 負担 比 率の 算定 式  

将 来 負 担 比 率  ＝  

  

将 来 負 担 額 -充 当 可 能 財 源
等  

 ＝  45.0％  
 標 準 財 政 規 模 -元 利 償 還 金

及 び 準 元 利 償 還 金 に 係 る 基
準財 政需 用額 算入 額  

    

（２ ）算 定 式の 説 明  

・将 来負 担額 ：ア から ク ま での 合計 額      667億 1,216万 4千円  

ア  一般 会計 等の 当該 年度 の前 年度 末に おけ る地 方債 現在 高  

  459億 6,681万 7千円  

イ  債務 負担 行為 に基 づく 支出 予定 額 (地方 財政 法第 ５条 各号 の

経費 等に 係る もの )             66億 1,443万 1千円  

ウ  一 般 会 計 等 以 外 の 会 計 の 地 方 債 の 元 金 償 還 に 充 て る 一 般 会

計等 から の負 担等 見込 額                 89億 9,481万円  

エ  当 該 団 体 が 加 入 す る 組 合 等 の 地 方 債 の 元 金 償 還 に 充 て る 当

該団 体か らの 負担 等見 込額               2億 4,731万 9千円  

オ  退 職 手 当 支 給 予 定 額 (全 職 員 に 対 す る 期 末 要 支 給 額 )の う ち

一般 会計 等の 負担 見込 み額              48億 8,878万 7千円  

 
標 準 財 政 
規 模 

⑮ 標準税収入額等 23,597,411 24,192,723 25,439,871 

⑯ 普通交付税額 2,044,936 1,764,935 1,830,960 

⑰ 
臨時財政対策債発行可能
額 

2,293,910 2,250,824 1,833,296 

分 子 
①+②+③+④+⑤+⑥+⑦-⑧-⑨-⑩-⑪-⑫-

⑬-⑭ 

分     母 ⑮+⑯+⑰-⑨-⑩-⑪-⑫-⑬-⑭ 

実 質 公 債 費 比 率 ( 単 年 度 ) 4.17976 4.03799 3.84765 

実 質 公 債 費 比 率 ( ３ か 年 平 均 ) 4.0 
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カ  地 方 公 共 団 体 が 設 立 し た 一 定 の 法 人 の 負 債 額 、 そ の 者 の た

め に 債 務 を 負 担 し て い る 場 合 の 当 該 債 務 の 額 の う ち 、 当 該 法

人等 の財 務・ 経営 状況 を勘 案し た一 般会 計等 の負 担見 込額  

                                    0 円  

キ  連 結 実 質 赤 字 額                  0円  

ク  組 合 等 の 連 結 実 質 赤 字 額 相 当 額 の う ち 一 般 会 計 等 の 負 担 見

込 額                        0円  

・充 当可 能財 源等 ：ケ から サま での 合計 額    548億 9,908万 6千円  

ケ  地方 債の 償還 等に 充当 可能 基金 額     71億 9,948万 9千 円  

コ  地方 債の 償還 等に 充当 可能 な特 定の 歳入    108億 3,839万円  

サ  地方 債の 償還 等に 要す る経 費と して 基準 財政 需要 額に 算入 さ

れる こと が見 込ま れる 額          368億 6,120万 7千円  

・  元 利 償 還 金 及 び 準 元 利 償 還 金 に 係 る 基 準 財 政 需 用 額 算 入 額 (実 質

公債 費比 率の うち ⑨ +⑩ +⑪ +⑫ +⑬ +⑭の 平成 27年 度数 値 ) 

 28億 7,944万 2千円  
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資金不足比率 

 

 

１  資金 不 足比 率  

公営 企業 ごと の資 金の 不足 額の 事業 の規 模に 対す る比 率  

（１ ）資 金 不足 比 率の 算定 式  

資 金 不 足 比 率  ＝  
 資 金 の 不 足 額   

 事 業 の 規 模   

（注 ）資 金不 足額 の有 無を 算定 し、 資金 不足 額が 生じ てい る場 合に は、

その 程度 を事 業の 規模 に基 づき 資金 不足 比率 を算 定す る ｡ 

 

（２ ）算 定 式の 説 明  

①水 道事 業 会計 （ 法適 用企 業 ）  

・ 資 金 の 不 足 額 ： (ア 流 動 負 債 の 額 － イ 控 除 企 業 債 等 － ウ 控 除 未

払 金 等 － エ 控 除 額 － オ 控 除 引 当 金 等 )＋ カ 算 入 地 方 債 の 現 在 高

－ (キ流 動資 産の 額 － ク控 除 財 源 － ケ控 除額 ＋ コ 貸倒 引当 金 ) 

（ ア 11億 7,157万 6千 円 － イ 5億 4,071万 1千 円 － ウ ０ 円 － エ ０ 円

－ オ 1,294万 2千 円 ） ＋ カ ０ 円  － (キ 62億 6,379万 2千 円 － ク ０

円－ ケ０ 円＋ コ 303万円 ) =－ 56億 4,889万 9千 円  

と な り 、 流 動 資 産 の 額 が 流 動 負 債 の 額 を 上 回 っ て い る た め 、

資金 不足 は生 じて いな い ｡ 

ア  流動 負債 の額  

決算 にお ける 流動 負債 の額        11億 7,157万 6千 円  

     イ  控 除企 業債 等  

       決 算に おい て、 貸借 対照 表に 計上 され てい る企 業債 及び  

他会 計か らの 長期 借入 金で 、建 設改 良に 充て るた めの もの  

の額                  5億 4,071万 1千円  

ウ  控除 未払 金等  

一時 借入 金及 び未 払金 のう ち、 建設 改良 費に 係る もの で

あっ て、 その 支払 財源 に充 てる ため に平 成 28年度 に地 方債

を起 こす こと とし てい るも のの 額          ０円  
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エ  控除 額  

連結 実質 赤字 額の 算定 上、 現金 会計 であ る他 会計 との 間

で生 じる 重複 額                  ０円  

オ  控除 引当 金等  

決算 にお いて 、貸 借対 照表 の流 動負 債に 計上 され てい る

引当 金と リー ス債 務の 額          1,294万 2千円  

カ  算入 地方 債の 現在 高   

建設 改良 費・ 準建 設改 良費 （地 方債 に関 する 省令 第 12条

に規 定す るも の） 以外 の経 費の 財源 に充 てる ため に起 こし

た地 方債 の残 高                  ０円  

キ  流動 資産 の額  

決算 にお ける 流動 資産 の額      62億 6,379万 2千 円                                                                                                           

ク  控除 財源  

執行 すべ き事 業に 係る 支出 予算 の額 のう ち、 平成 28年 度

に繰 り越 した 事業 の財 源に 充当 する こと がで きる 特定 の収

入で 、平 成 27年度 に収 入さ れた 部分 に相 当す る額   ０円                       

ケ  控除 額  

連結 実質 赤字 額の 算定 上、 現金 会計 であ る他 会計 との 間

で生 じる 重複 額                  ０円  

     コ  貸 倒引 当金  

       決 算に おけ る流 動資 産に 係る 貸倒 引当 金の 額  

                              303万円  

 

②下 水道 事 業会 計 （法 適用 企 業）  

・ 資 金 の 不 足 額 ： (ア 流 動 負 債 の 額 － イ 控 除 企 業 債 等 － ウ 控 除 未

払 金 等 － エ 控 除 額 － オ 控 除 引 当 金 等 )＋ カ 算 入 地 方 債 の 現 在 高

－ (キ流 動資 産の 額 － ク控 除財 源 － ケ控 除額 ＋ コ 貸倒 引当 金 ) 

（ ア 16億 7,347万 1千 円 － イ 10億 4,509万 1千 円 － ウ ０ 円 － エ ０

円 － オ 881 万 3 千 円 ） ＋ カ ０ 円 － (キ 11 億 27 万 3 千 円 － ク 1億

2,650万円 － ケ０ 円 ＋ コ 216万 9千円 )＝－ 3億 5,637万 5千円  

と な り 、 流 動 資 産 の 額 が 流 動 負 債 の 額 を 上 回 っ て い る た め 、

資金 不足 は生 じて いな い ｡ 
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ア  流動 負債 の額  

決算 にお ける 流動 負債 の額         16億 7,347万 1千円  

イ  控除 企業 債等  

決 算 に お い て 、 貸 借 対 照 表 に 計 上 さ れ て い る 企 業 債 及 び

他会 計か らの 長期 借入 金で 、建 設改 良に 充て るた めの もの の

額                    10億 4,509万 1千円                   

ウ  控除 未払 金等  

一時 借入 金 及 び未 払金 のう ち、 建設 改良 費に 係る もの であ

って 、そ の支 払財 源に 充て るた めに 平成 28年 度に 地方 債を 起

こす こと とし てい るも のの 額               ０ 円  

エ  控除 額  

連結 実質 赤字 額の 算定 上、 現金 会計 であ る他 会計 との 間で

生じ る重 複額                      ０ 円  

オ  控除 引当 金等  

決算 にお いて 、貸 借対 照表 の流 動負 債に 計上 され てい る引

当金 とリ ース 債務 の額              881万 3千円  

カ  算入 地方 債の 現在 高    

建設 改良 費・ 準建 設改 良費 （地 方債 に関 する 省令 第 12条に

規定 する もの ）以 外の 経費 の財 源に 充て るた めに 起こ した 地

方債 の残 高                       ０円  

キ  流動 資産 の額  

決算 にお ける 流動 資産 の額           11億 27万 3千円                                                                                                           

ク  控除 財源  

執行 すべ き事 業に 係る 支出 予算 の額 のう ち、 平成 28年 度に   

繰り 越し た事 業の 財源 に充 当す るこ とが でき る特 定の 収 入 で、

平成 27年 度に 収入 され た部 分に 相当 する 額    1億 2,650万円                       

ケ  控除 額  

連 結 実 質 赤 字 額 の 算 定 上 、 現 金 会 計 で あ る 他 会 計 と の 間

で生 じる 重複 額                      ０ 円 

コ  貸倒 引当 金  

 決 算に おけ る流 動資 産に 係る 貸倒 引当 金の 額  

                      216万 9千 円  
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③土 地区 画 整理 事 業特 別会 計 （法 非 適用 企業 ）  

・ 資 金 の 不 足 額 ： ア 歳 出 額 ＋ イ 算 入 地 方 債 の 現 在 高 － (ウ 歳 入 額

－エ 翌年 度に 繰り 越す べき 財源 )－ オ土 地収 入見 込額  

ア  12億 5,173万 4千 円 － (ウ  16億 968万 3千 円 － エ 3億 4,463万 6

千 円 )－ オ 7億 1,435万 8千 円 ＝ － 7億 2,767万 1千 円 と な り 、 歳 入

額 か ら 翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源 及 び 土 地 収 入 見 込 額 を 引 い

た額 が歳 出額 を上 回っ てい るた め、 資金 不足 は生 じて いな い ｡ 

 

ア  歳出 額               12億 5,173万 4千円  

イ  算入 地方 債の 現在 高                ０円  

     ウ  歳 入額                16億 968万 3千円  

エ  翌年 度に 繰り 越す べき 財源  

継続 費逓 次繰 越額 、繰 越明 許 費 繰越 額、 事故 繰越 繰越 額

及び 支払 繰延 額の 合計 額か らこ れら に係 る未 収入 特定 財源

を控 除し た額             3億 4,463万 6千円  

     オ  土 地収 入見 込額  

販売 を目 的と して 所有 して いる 土地 の価 格  

  7億 1,435万 8千円  

 


